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「茅場町駅」（日比谷線・東西線）

3番出口から進行方向に歩き新川一丁目交差点を右折。

徒歩約3分。

「茅場町駅」（日比谷線）

1番出口から進行方向に歩きFamilyMartのある交差点を左折。

その先、霊岸島交差点を左折。徒歩約3分。

「八丁堀駅」（JR京葉線）

B1番出口より徒歩約8分。
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この印刷物は適切に管理された森林からの原料を含むFSC認証紙を使用しています。
インキは環境負荷の少ない植物油インキを使用しています。
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1-1　環境保全（地球温暖化防止）

省エネルギーに係わる「環境自主行動計
画」（1997〜 2012年度）では、省エネ
努力によりエネルギー原単位指数（基準
年の1990年度を100とする）が2008
〜 2012 年度の 5 年度平均で85を達
成し、活動を終了しました。

2013年度より「低炭素社会実行計画」
の活動を開始しました。基準となる
2005 年度と比較してCO₂ 排出量を
540万トン削減しています。

CO₂ の排出削減と代替フロン等 3ガス
（HFCs、PFCs、SF₆）の製造における
排出削減を合わせた削減効果は、2012
年は基準年に対して▲32％に達してい
ます。

エネルギー使用量、エネルギー原単位指数、生産指数の推移
生産指数エネルギー原単位指数エネルギー使用量（原油換算：万KL）

万
K
L

2,674

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

0

20

40

60

80

120

100

140

1990 2005 2006 2007 2008 2009 20112010 2012年度
（196社）

2,485
84

111

2005
（基準年）

2009 2010 2011 2012 2013 年度

8,000

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

C
O

₂排
出
量（
万
ト
ン
／
年
）

CO₂排出量の推移（2013年度は日化協速報値）
CO₂排出量（万t）

6,829
6,288

（参加企業・協会数：338社、2協会）

CO₂＋代替フロン等3ガスの排出削減
CO₂排出量（万ｔ-CO₂）

エネルギー起源CO₂排出量　代替フロン等3ガスCO₂e排出量（基準年＝100%）

HFC等製造に係わる推計排出量（万GWPs）

基準年 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011年

120%

100%

80%

60%

40%

20%

0%

32%

2012年
（暦年）

目次

1-1 環境保全（地球温暖化防止）

1-2 環境保全（産業廃棄物削減）

1-3 環境保全（化学物質排出削減）

1-4 環境保全（大気汚染・水質汚濁防止）

1-5 環境保全（土壌地下水汚染防止、PCB）

1-6 環境保全（環境投資、生物多様性）

2-1 保安防災（設備災害への取組み）

2-2 保安防災（大規模地震への対応）

3-1 労働安全衛生

4-1 物流安全

5-1 化学品・製品安全（安全性評価）

5-2 化学品・製品安全（情報提供）

6-1 マネジメントシステム

7-1 社会との対話

7-2 地域との対話

8-1 会員の自己評価

［TOPICS］ 安全表彰、技術賞、レスポンシブル・ケア賞

P02

P03

P04

P05

P06

P07

P09

P11

P12

P14

P15

P17

P18

P20

P22

P23

P26

Annual Report2014 資料編(CS55)(140924校了).indd   2 2014/09/24   17:24
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1-2　環境保全（産業廃棄物削減）

2011年度より日本経団連環境自主行動
計画に従った新たな目標（2015 年度の
最終処分量を2000 年度比 65% 程度
削減）を掲げ、取組みを進めています。

2013 年度の産業廃棄物発生量は
4,095 千トンで 2012 年度より103 千
トン減少し、基準となる2000 年度比
50％削減となりました。また分別の徹
底や再資源化の取組みを積極的に行い、
資源有効利用率（資源有効利用量の廃
棄物発生量に対する割合）は 2000
年度は 36％でしたが、2012 年度には
63％まで向上しました。

2013 年度の最終処分量は198 千ト
ンで 2012 年度より7千トン減少し、
2000 年度比 69％削減となりました。
また、最終処分量の削減と共に、産業
廃棄物管理票（マニフェスト）の交付回
収確認や最終処分地の現地視察等、廃
棄物の適正処理確認も法改正に従い
年々強化してきています。

最終処分量の2015年度目標達成状況

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に2015年度目標を達成 目標を達成できる見込み
目標を達成できるか不明 目標を達成できない見込み

発生量・有効利用率推移
資源有効利用率廃棄物発生量
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1-3　環境保全（化学物質排出削減）

2013 年度の PRTR 法指定物質の排出
量は12,018トンであり、2000 年度比
で約 74％削減しました。法改正で指定
物質の数が増えたため、2010 年度の
排出量が一時的に増えましたが、それ
以降も継続的に削減しています。排出量
の内訳は、大気への排出 92.8%、水域
への排出7.2%、土壌への排出は、0.1％
未満でした。

日化協の自主調査物質（注）の排出量
は19,936トンとなり、2000 年度比
で 6 割以上の削減を達成しました。排
出量の内訳は、大気への排出が 93％、
水域への排出は7％でした。土壌への
排出は 2012 年度に続いて2013 年度
もゼロでした。

注）日化協の自主的な調査物質数の変遷
2000 年度〜 2009 年度	：	125	物質＋	1物質群※
2010 年度〜 2012 年度	：	105	物質＋	1物質群※
2013 年度〜	 ：		 89 物質＋	1物質群※
※炭素数が４〜８までの鎖状炭化水素類

参考：2013年度から調査対象外となった16物質（硫
酸、硝酸、アンモニアなど）の 2012 年度の排出
量は 4,277トンでした。

会員はVOC排出抑制設備の設置やプロ
セス改善等多大な努力を行っています。
2013 年度のVOC排出量は2012年度
とほぼ同量の 29,727トンであり、基準
年度に対し 67% 削減と大幅な削減を
継続しました。

PRTR法指定物質の排出量
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1-4　環境保全（大気汚染・水質汚濁防止）

2006 2007 2008 2009 20112010 2012
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国内化学工業各社は、これまでに大気汚染物質や水質汚濁物質の排出量を大幅に削減してきました。会員は法規制値よりさらに
厳しい自主管理基準を設定し、自治体との協定を遵守した上で、排出量の削減に継続的に取り組んでいます。
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1-5　環境保全（土壌地下水汚染防止、PCB）

会員は土壌汚染について、土壌汚染対
策法に基づく調査のみならず、自主的な
調査も多く実施し、汚染が発見された
場合には必要な対策を進めています。

2013 年度に調査を行ったのは 38 社
の 87ヵ所で、このうち13 社の17ヵ所
で基準値を超える汚染を発見しました。
2013年度には過去に発見した汚染を含
め、28 社の 44ヵ所で汚染対策を行い
ました。

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処
理の推進に関する特別措置法」では保
管・処分の状況を都道府県知事に届け
出ると共に法施行日（2001年7月15日）
から15 年以内にPCB 廃棄物を処分す
ることを義務付けていましたが、2012
年12月12日付けで PCB 特別措置法
施行令の一部が改正され、PCB 廃棄
物の処理期限が2027年 3月31日まで
延期されました。PCB廃棄物の処理実

績は年々着実に増えています。

調査実施理由（複数回答）

自主的

法、条例に基づく調査

外部からの要請

その他

100%0 10 20 30 40 50 60 70 80 90
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5%

18%

汚染対策の方法（複数回答）

原位置抽出

掘削除去

封じ込め（遮断工、遮水工）

処理（分離・分解）

飛散防止

原位置分解

固形化、不溶化

その他
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ＰＣＢ廃棄物の保管・処理状況

高濃度ＰＣＢ廃棄物を保管

微量ＰＣＢ廃棄物を保管

高濃度ＰＣＢ廃棄物の一部を処理

微量ＰＣＢ廃棄物の一部を処理

2012年度の処理実績の有無

ＰＣＢ廃棄物の保管の有無

81%

92%

83%

56%
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(*1) 高濃度 PCB 廃棄物：PCB 製造の中止以前（1972 年以前）に、トランス、コンデンサ等の電気機器で
PCBを意図的に絶縁油として使用したものの廃棄物。絶縁油中約 50％から100％ PCBを含有。

(*2) 微量 PCB 廃棄物：PCB 製造中止以降の電気機器で、PCBが非意図的に微量含有された廃棄物。
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1-6　環境保全（環境投資）

2013 年度の省エネルギー、CO₂ 削減
設備を始めとする環境関連設備の新設・
維持、環境調和型製品・技術開発等へ
の投資額は677億円（2012年度比7％
増）、また売上高に対する投資額比率は
0.35％（2012 年度比 5％減）となりま
した。
会員は環境対策への投資を計画的に実
施し、継続的な環境パフォーマンスの改
善に着実に結びつけています。

環境対策投資
対売上げ比率環境投資額（億円）
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2013年度の環境対策投資内訳

大気汚染対策

14%

産廃物・リサイクル対策

12%

有害化学物質排出削減対策
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土壌・地下水汚染対策

1%

騒音、振動、悪臭防止対策
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省エネ・ＣＯ₂排出削減対策

35%



日化協アニュアルレポート2014　資料編　08

会員の生物多様性の取組み状況は、“既
に実施している”が46％（2012 年度
42％）、“計画中または検討中”が18％
（2012 年度 21％）であり、今後さらに
増えていくものと思われます。
また、既に実施している会員の約 50％
が原材料調達における生物多様性への
配慮を行っています。

植林等の森林資源の保全、河川・海洋
資源の保全、生態系の損失分を近隣や
別の場所で復元、工場の緑地帯を利用
したビオトープの設置、水資源の保全、
絶滅危惧種の保護等具体的な取組みや
外部組織と連携した取組みも積極的に
推進されています。

2010	年 10	月に名古屋で開催された
「生物多様性条約第10	回締約国会議
（COP10）」に合わせて、日本経団連等
は、企業による生物多様性保全を促進
する「生物多様性民間参画イニシアティ
ブ」を設立し、｢生物多様性民間参画パー
トナーシップ｣ を発足させました。生物
多様性に取り組む約半数の会員企業が
このパートナーシップに参加しています。

生物多様性への取組み状況

2011年度

2012年度

2013年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施中 計画中・検討中 計画なし

39

42

19

21

43

37

46 18 36

原料調達における配慮

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施中 計画中・検討中
未検討・計画なし 事業特性上該当せず

1-6　環境保全（生物多様性）

取組み内容

活動目標の策定

活動を統括・推進する組織の設置

植林等の森林資源の保全

河川、海洋資源の保全

損失分を近隣や別の場所で復元

他社・機関やＮＰＯ等外部との連携

その他

64

64

56

53

11

58

22

14

3

8

11

0

11

0

17

3

11

17

14

19

3

3

8

19

22

39

14

0

0

0

3

6

14

0

0

2013年度
実施

2014年度
実施予定

2015年度
実施予定

実施予定
なし

事業特性上
該当せず

参照ガイドライン

0% 20% 40% 60% 80% 100%

環境省「生物多様性民間参画ガイドライン」 業界団体や民間団体等のガイドライン
自社独自のガイドライン 取引先のガイドライン
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2-1　保安防災（設備災害への取組み）

2013 年度の設備災害発生件数（98件）
は 2012 年度に比べ増加、会員１社あ
たりの設備災害発生件数（1.18 件 / 社）
は2012年度に比べわずかに増加しまし
た。

近年の設備災害多発状況に対し、多く
の会員が設備対策、作業管理対策、作
業者教育訓練の見直し強化を行っていま
す。

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

0

20

40

60

80

100

120

設備災害発生状況（爆発、火災、漏洩等）

発生件数 漏洩件数 爆発・火災件数
1社あたりの設備災害発生件数

2006

89

2007

86

2008

86

2009

86

2010

84

2011

76

2012

83

1.18

0.75

2013年度

63

36
83

対策の見直し強化

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施 実施予定 予定なし

設備災害発生防止の取組み

2009 年度から設備災害発生件数を漏洩と爆発・火災に分けて表示
棒グラフ内下部の数字はデータ提出会社数

見直し災害の種別

0% 20% 40% 60% 80% 100%

爆発・火災 漏洩 両方

見直し対策の主眼（複数回答）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

設備対策

作業管理対策

作業者教育訓練

その他

具体的な見直し事例 
潜在危険個所の抽出と点検強化・対策実施、作業基準・管理基準の見直し、事故事例に基づく教育資料の整備、
作業者教育の強化等 　 
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設備事前評価実施の動機

法規の新設･改正

7%

外部の事例

3%

その他

3%

設備の改造

40%

新設･増設

47%

全ての会員が設備の事前評価基準を有
しています。2013 年度は 99％の会員
が設備の事前評価を行いました。それ
らの実施動機の 87％は設備の新設・増
設及び改造が占めています。

2013 年度の安全･保安防災対策費用
は 817億円（2012 年度比 8％増）、ま
た売上高に対する投資額比率は0.41％
（2012 年度比 5％減）となりました。会
員は、計画的・継続的に安全・保安防
災対策投資を行っています。投

資
額
（
億
円
）

対
売
上
高
比
率（
%
）

安全・保安防災対策投資
対売上高比率保安防災投資額

2006 2007 2008 2009 2010 2012
0

200

400

600

800

1000

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

2011

0.39

687

85 82 82 81 77 69 83

2013年度

83

0.41

817

棒グラフ内下部の数字はデータ提出社数

安全・保安防災対策投資内訳

地震等の天災対策

16%

爆発・火災・漏洩対策

13%

その他

10%

労働安全・作業環境改善対策

19%

設備老朽化対策

42%

2-1　保安防災（設備災害への取組み）
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2-2　保安防災（大規模地震への対応）

東日本大震災を契機に、多くの会員企
業が地震・津波対策の見直しを実施して
います。
地震直後にアンケート調査した見直し項
目について、3年後の進捗状況を調べま
した。

大規模地震への対応についてのアンケート結果

地震を想定した防災訓練の実施

地震防止規定類の整備・改訂

コンピューターやデータのバックアップ

社内外の通信・連絡手段の確保

津波を想定した防災訓練の実施

供給責任の確保

設備等の耐震診断と対策工事

設備の津波対策

0

完了済 着手中 未着手

100%10 20 30 40 50 60 70 80 90
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3-1　労働安全衛生

2013 年の会員及びその協力会社の度
数率は、製造業全体・化学工業全体を
下回っていますが、ほぼ横ばいで推移し
ています。

2013 年の会員会社の強度率は 2012
年に比べ改善されましたが、協力会社ほ
かはほぼ横ばいで推移しています。

2013 年の会員会社の死亡者数はゼロと
なりましたが、協力会社ほかはほぼ横ば
いで推移しています。

度数率の推移 度数率＝
延労働時間数（100万時間あたり）

休業災害被災者数

度数率（災害発生の頻度を表したもの）

2006 2007 2008 2009 20112010 2012年
0.0

0.3

0.6

0.9

1.2

度
数
率

度数率まとめ
製造業（厚生労働省） 協力会社化学工業（厚生労働省） 会員会社

2013年
（暦年）

強度率の推移 強度率＝
延労働時間数（100万時間あたり）

休業損失日数

強度率（災害の重篤度を表したもの）

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

強
度
率

2006 2007 2008 2009 20112010 2012年

製造業（厚生労働省） 協力会社化学工業（厚生労働省） 会員会社

2013年
（暦年）

強度率まとめ

会員会社
協力会社
化学工業（厚生労働省）
製造業（厚生労働省）

2006
2
5
25
268

2007
1
6
17
264

2008
2
5
28
260

2009
2
1
19
186

2010
2
1
11
211

2011
1
1
13
182

2012
2
2
17
199

2013
0
2
17
201

労働災害による死亡者数 （暦年）
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近年多くの会員が設備対策、作業管理
対策、作業者教育訓練について見直し
強化を行っています。また会員は、積極
的に安全・保安防災対策投資を行って
います。（２-１保安防災　安全・保安防
災対策投資の項参照）

対策の見直し強化

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施 実施予定 予定なし

見直し対策の主眼（複数回答）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

設備対策

作業管理対策

作業者教育訓練

その他

具体的な見直し事例 
リスクアセスメントの推進、KY（危険予知）の強化、回転体等現場固有の危険源への対策強化、基準類の見直し
や制定、安全体感教育の実施等 

3-1　労働安全衛生

Annual Report2014 資料編(CS55)(140924校了).indd   13 2014/09/24   17:24



日化協アニュアルレポート2014　資料編　14

4-1　物流安全

会員は万一の事故に備えて、物流関係
者に対して緊急時の対応訓練を実施して
います。
ほぼ全ての会員が緊急対応マニュアルを
保有し、24 時間緊急対応連絡網を整
備しています。

約 90％の会員が可燃性固体・液体・ガ
ス及び高圧ガス、腐食性物質、急性毒
性物質等の物質を対象とした緊急時の
相互支援体制をとっています。

約 90％の会員が相互支援相手との緊
急対応訓練を実施しています。

会員は事故時の緊急措置対応者への情
報提供としてイエローカードの整備及び
携帯を推進しています。

物流事故時の緊急連絡体制

24時間、特に夜間の
緊急連絡網を保有している

97.5%

保有していない

2.5%

事故時の相互支援相手（複数回答）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

関連企業・事業者

構内作業事業者

行政（消防、警察等）

近隣企業

その他

88%

64%

54%

42%

10%

50

39

70

68

21

25

39

32

45

39

77

68

相互連絡先

行政機関

近隣企業

関係企業・事業者

構内作業事業者

訓練方法 連絡訓練 机上訓練 実地訓練

相互支援相手と緊急対応訓練（複数回答）（％）

イエローカードの携行確認表

0% 20% 40% 60% 80% 100%

出荷時に確認している 確認していない 対象となる製品がない

容器イエローカード整備状況

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施済み 一部実施済み 検討中 対象となる製品がない
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5-1　化学品・製品安全（安全性評価）

化学物質の安全性を特定し、取扱い者
の健康及び環境への影響について評価
する事前安全性評価は、会員の全ての
会社が保有しています。対象は物質毎
や工場内だけではなく、輸送、顧客によ
る使用、廃棄等幅広く実施されています。

事前評価は取扱者の健康・安全、爆発・
火災、排出等環境影響等について行わ
れています。

事前評価は毎年ほとんどの会員企業が
実施しており、新規物質の開発・製造・
販売の場合だけでなく、既存物質に対し
ても新たに導入する場合や製造・輸送・
使用・廃棄方法の改変があった場合に
実施しています。

事前評価の対象（複数回答）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

物質毎

工場内

廃棄

輸送

顧客による使用

その他

96%

97%

85%

73%

83%

10%

物質毎

工場内

輸送

顧客の使用

廃棄

その他

96

96

69

77

76

13

97

97

73

75

75

13

94

94

76

69

72

11

93

90

69

70

76

10

6

4

3

3

4

3

事前評価を行う事項（複数回答）（％）

取扱者の健康 取扱者の安全 爆発・火災 排出等環境影響 その他

製造方法等の改変

15%

関連法規の新設・改正

11%

顧客・業界からの評価要求

5%

外部での事故等の事例発表

2%

その他

4%

事前評価の実施動機

新規物質の開発・製造・販売

36%

新規物質の導入

27%
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5-1　化学品・製品安全（安全性評価）

新しい取組みでは、リスク評価に基づい
て化学物質を管理します。
会員企業の約 80％がすでに化学物質
管理にリスク評価を取り込み、10％が
取込みを予定しています。

リスク評価の対象は、研究開発・製造
から廃棄までの化学物質のライフサイク
ル全体をカバーしています。

リスク評価の対象（複数回答）

20% 40% 60% 80% 100%0%

開発段階

工場内（製造、貯蔵等）

廃棄（使用済製品、産廃）

輸送

顧客による使用

その他

会員企業が対象としている比率

96%

91%

65%

62%

60%

3%

取込みの予定がある

10%

取込みの予定はない

9%

化学物質評価へのリスク評価の取込み状況

取り込んでいる
（一部取込み含む）

81%
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5-2　化学品・製品安全（情報提供）

会員企業におけるSDSのGHS対応状況

「ＰＲＴＲ法、労働安全衛生法
のGHS対応努力義務化」の
全てに対応している

81%

「ＰＲＴＲ法、労働安全衛生法
のGHS対応努力義務化」の
一部に対応している

19%

「労働安全衛生法５７条で義
務化されている物質・製品」
に対応している

0%

会員企業におけるラベルのGHS対応状況

「ＰＲＴＲ法、労働安全衛生法
のGHS対応努力義務化」の
全てに対応している

63%

「労働安全衛生法５７条で義
務化されている物質・製品」
に対応している

0%
「ＰＲＴＲ法、労働安全衛生法
のGHS対応努力義務化」の
一部に対応している

37%

34

33

22

11

51

34

14

1

51

27

16

6

85

11

3

1

80%以上

50％以上

50%未満

未把握

顧客・用途 顧客・使用 最終製品・使用最終製品・用途

提供製品の用途・使用状況把握（％）

SDS（安全データシート）の提供が義務
化されている物質はPRTR 法、労働安
全衛生法、毒物及び劇物取締法により
定められていますが、法的要求のない物
質（製品）についても、ほとんどの会員
企業がSDSを自主的に発行しています。
SDSの作成にあたっては、多くの会員
企業がGHS 対応努力義務化への対応
を進めています。

ラベル表示についても、多くの会員企
業がGHS 対応努力義務化への対応を
進めています。

自社の化学製品が客先でどのように使
用・加工され、最終的にどのような製品
となって消費者に届けられるか等を把握
することもレスポンシブル・ケアの観点か
ら重要なことであり、多くの会員会社が
客先での用途等の把握に努めています。
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6-1　マネジメントシステム

約 90％の会員が ISO14001等何らか
の EMS 認証を全生産部門（工場）で
取得しており、EMSの導入は着実に増
えています。

OSHMSを導入する会員が徐々に増え、
62％に達しています。
また、システムが確立されたことはOHSAS
18001等の外部認証の取得やJISHA等
を参考規格とした内部監査により確認し
ています。

環境マネジメントシステム（EMS）の導入状況

2006年度

2007年度

2008年度

2009年度

2010年度

2011年度

2012年度

2013年度

全てで取得 一部で取得 取得を計画中 計画なし

79 16

81 12

83 10

86

88

7

6

91

89

7

8

41

70

70

70

60

11

21

0% 20% 40% 60% 80% 100%

89 9 11

労働安全衛生マネジメントシステム（OSHMS）の導入状況

2006年度

2007年度

2008年度

2009年度

2010年度

2011年度

2012年度

2013年度

導入済み 導入を取組中 導入を計画中 導入計画なし

43 8

44 9

48 10

48

51

10

5

56

58

3

4

3019

2918

3012

348

3410

329

299

58 4 299

0% 20% 40% 60% 80% 100%

システム確立の確認（複数回答）

20% 40% 60% 80% 100%0%

内部審査による自己認定

外部認証の取得

59

57

取得する外部認証規格（複数回答）

20% 40% 60% 80% 100%0%

BS8800（英国規格）

OHSAS18001

JISHA（中災防）

その他

0

77

35

0
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GRIについて

0% 20% 40% 60% 80% 100%

導入済み 現在取組み中 導入を計画中 導入の計画はない

6-1　マネジメントシステム

自己認定での参考規格（複数回答）

20% 40% 60% 80% 100%0%

BS8800（英国規格）
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2013 年度にレスポンシブル・ケアレポー
トを発行した会員企業の割合は約 90％
で、例年とほぼ同じ割合になっています。
自社発行以外でも、グループとして記載
されている場合も含めるとほぼ100％に
なっています。

会員企業の 35%が地域版のサイトレ
ポートを発行しています。

レスポンシブル・ケアの実施 6 項目、「環
境保全」「保安防災」「労働安全衛生」「化
学品安全」「物流安全」「社会との対話」
について、多くのレポートが取組み結果
を掲載しています。
特に、地球環境問題が社会の関心を集
める中、「環境保全」項目の省エネル
ギー・温暖化防止、産業廃棄物、大気、
水質については、全てのレポートが取組
み結果を掲載しています。

レスポンシブル・ケアレポートの発行状況
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サイトレポートの発行状況
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レスポンシブル・ケアレポートの記載内容

記載（%）

RC関連経営方針、宣言、理念等

RC関連管理体制・組織

産業廃棄物

省エネ・炭酸ガス

PRTR、有害大気汚染物質関連

大気、水質

全般的内容

重大事故発生時の社内外の緊急対応

設備事前安全評価

全般的内容

協力会社への安全教育等の安全配慮

全般的内容

MSDS等による情報提供

化学物質事前安全評価に関すること

物流事故への対応（体制、訓練）

イエローカード、ラベルの実施状況

RCに関する従業員教育の現状と計画

地域対話

7-1　社会との対話
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7-1　社会との対話

2013年度はRC検証を11社（活動検証1
社、報告書検証10社）が受審し、これまで
の受審企業は延べ164社となりました。
活動検証（1社）：日本曹達（株）
報告書検証（10社）：（株）ダイセル、	
三洋化成工業（株）、信越化学工業（株）、	
	（株）日本触媒、（株）カネカ、日本曹達（株）、	
旭化成（株）、JSR（株）、宇部興産（株）、	
住友精化（株）受

審
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7-2　地域との対話

地域対話集会は、化学コンビナートを
中心に会員企業の事業所が集まってい
る地区ごとにＲＣ委員会が開催している
対話集会で、2年に1回開催しています。

会員企業は、それ以外にも地域イベン
トやボランティアへの参加や支援、住
民や小中学生を対象とした工場見学会、
学校や市民講座での講演会等でコミュ
ニケーションを図っています。2013 年
度は、77％の会員が地域住民との意見
交換の場を設け、138 地域で延べ 543
回の対話を行いました。

意見交換の場での議題は、事故や防災
対策等の安全関係、公害関係、化学物
質関係、設備の新増設や用地変更等の
工場運営等、地域に密着した事柄が多
くを占めています。

地域対話集会の実施状況

2013年度地域対話集会実施地区

2012年度地域対話集会実施地区

新潟北、山口西、川崎、堺・泉北、大分、岩国・大竹、富山・高岡

大阪、山口東、岡山、千葉、鹿島、愛知

コミュニケーションの手段（複数回答）

その他の地域対話活動
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8-1　会員の自己評価

マネジメントシステム、環境保全、労働
安全衛生については、全ての重点項目
が 5点満点中 4点台であり、高いレベ
ルで活動のサイクルが回っていることが
伺われます。
保安防災については、コミュニケーショ
ンの進展が望まれます。
化学品・製品安全については、運用管
理の改善が望まれます。
物流安全については、特に緊急事態へ
の対応に課題があります。
社会との対話については、目標、教育・
訓練、点検・監視等課題がまだまだ多
いことが伺われます。

自己評価点（会員全体の平均点）の詳細

評価項目

方針

著しい環境側面の特定、
危険・有害要因の特定等

法的及びその他の要求事項

目標

計画

体制の整備

教育・訓練

コミュニケーション

文書化及び文書管理

運用管理

緊急事態への対応

点検・監視

是正及び予防措置

情報の収集と記録の管理

監査

経営層による見直し

（総合評価）
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8-1　会員の自己評価

この 3 年間の推移をみると、マネジメン
トシステムについては、「十分満足」「ほ
ぼ満足」が 90% 以上の高いレベルで
維持できています。また「十分満足」が
53%まで増加しています。

環境保全については、「十分満足」「ほ
ぼ満足」が90％以上を維持しており、「十
分満足」も増加傾向を示しています。

保安防災については、「十分満足」「ほ
ぼ満足」が 90％以上で増加傾向を示し
ています。

労働安全衛生については、「十分満足」
「ほぼ満足が」90％以上を維持できてお
り、「十分満足」も60%を超えました。

保安防災

2011年度

2012年度

2013年度

十分満足 ほぼ満足 やや不満足 不満足

40 654

42 50

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8

42 50 8

労働安全衛生

2011年度

2012年度

2013年度

十分満足 ほぼ満足 やや不満足 不満足

55 837

61 33

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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マネジメントシステム

2011年度

2012年度

2013年度

十分満足 ほぼ満足 やや不満足 不満足

48 646

52 147

0% 20% 40% 60% 80% 100%

52 147

52 14753 146

環境保全

2011年度

2012年度

2013年度

十分満足 ほぼ満足 やや不満足 不満足

39 655

44 51
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物流安全については、「不満足」「やや
不満足」が30％近い状況が続いていま
す。

化学品・製品安全については、「十分満
足」「ほぼ満足」がほぼ 90%で推移し
ています。

社会との対話については、「不満足」「や
や不満足」が約 30%で推移しています。

物流安全

2011年度

2012年度

2013年度

十分満足 ほぼ満足 やや不満足 不満足

17 2855

22 55

0% 20% 40% 60% 80% 100%

23

22 54 24

化学品・製品安全

2011年度

2012年度

2013年度

十分満足 ほぼ満足 やや不満足 不満足

30 1060

29 60

0% 20% 40% 60% 80% 100%

11

30 59 11

社会との対話

2011年度

2012年度

2013年度

十分満足 ほぼ満足 やや不満足 不満足

15 3351

18 51

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30

1

1

18 51 30 1

8-1　会員の自己評価
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安全表彰、技術賞、レスポンシブル・ケア賞

表彰されたのは以下の方々です。

 【日化協　第38回安全表彰】

 「安全最優秀賞」
花王（株）栃木事業場

 「安全優秀（特別）賞」
昭和アルミニウム缶（株）彦根工場
昭和電工（株）秩父事業所
帝人デュポンフィルム（株）岐阜事業所
日本化薬（株）研究開発本部　医薬研究所（特別賞）

 【日化協　第46回技術賞】

 「総合賞」
 （株）カネカ：PIXEO（ピクシオ） BP（ラミネート 2 層銅張積層板用材料）の 
研究開発と工業化

 「技術特別賞」
 （株）資生堂・花王（株）：皮膚感作性試験代替法h-CLAT の開発

 「環境技術賞」
三井・デュポンフロロケミカル（株）：低環境負荷（地球温暖化係数極小、 
オゾン層破壊係数ゼロ）フッ素系流体の世界初の商品化

 【日化協　第8回レスポンシブル・ケア賞】

 「RC大賞」
日産化学工業（株）富山工場：ビオトープを活用した生物多様性への取り組み

 「RC優秀賞」
旭硝子（株）CSR室（審査員特別賞）：リスクアセスメントの有効性向上と安
全人財の育成を目指した「安全強化活動」
大塚化学（株）生産本部（審査員特別賞）：「安全道場」設立による安全衛生
教育の充実
昭和電工セラミックス（株）富山工場：産廃埋立処分量ゼロへの取り組み
住化バイエルウレタン（株）新居浜プラント：保安防災＆労働安全
花王カスタマーマーケティング（株）経営企画部門　環境推進室：ダイレクトな環境コミュニケーション活動の推進

 「RC努力賞」
JNCファイバーズ（株）守山工場：「水」を通じた地域と企業の「共生」
 （株）カネカ　高砂工業所：マテリアルフローコスト会計（MFCA）導入による総合力を活かした生産ロス改善の仕組み構築
三菱化学（株）黒崎事業所：事業所排水の管理改善
日本化薬（株）厚狭工場：日本化薬（株）厚狭工場の保安防災の取り組み
住友化学（株）大分工場：大分地区におけるRC地域対話を中心とした、地域とのコミュニケーションの深化

2014年5月29日パレスホテル東京にて開催した日化協定時総会の開会に先立ち、日化協安全最優秀賞・安全優秀賞、日化
協技術賞（総合賞、技術特別賞、環境技術賞）、日化協レスポンシブル・ケア賞（RC大賞、RC優秀賞、RC努力賞）の表彰を
執り行いました。

TOPICS

安全最優秀賞を受賞された花王（株）の皆様

技術賞の総合賞を受賞された（株）カネカの皆様

レスポンシブル・ケア各賞を受賞された皆様
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「茅場町駅」（日比谷線・東西線）

3番出口から進行方向に歩き新川一丁目交差点を右折。

徒歩約3分。

「茅場町駅」（日比谷線）

1番出口から進行方向に歩きFamilyMartのある交差点を左折。

その先、霊岸島交差点を左折。徒歩約3分。

「八丁堀駅」（JR京葉線）

B1番出口より徒歩約8分。

〒104-0033

この印刷物は適切に管理された森林からの原料を含むFSC認証紙を使用しています。
インキは環境負荷の少ない植物油インキを使用しています。
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